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集中豪雨による洪水、海面上昇による海岸浸食など、
すでに私たちの生活のあらゆる場面に悪影響が及んでいます。
私たちの生活や生態系が危機に陥らないために、
スマートエネルギー社会の実現をめざして、
世界中で様々な取り組みがなされています。

1.	AI（人工知能）、EV（電気自動車）など、技術の進展による電力需要の増加

2.	温室効果ガスの排出削減などに対する世界各国のコミットメントの広がり

3.	再生可能エネルギーの価格競争力のさらなる向上

スマートエネルギーが注目されている主な理由

気温や降水量など、わずか数十年で
私たちを取り巻く環境は
大きく変化しました。

※上記は過去の情報および作成時点の見解であり、将 来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

スマートエネルギーに向けた投資額

※期間：2023年は実績、2030年以降は予測値
※各予測値は2050年温室効果ガスネットゼロ達成に向けたシナリオ
※2030年は2024年～2030年、2040年は2031年～2040年、

2050年は2041年～2050年の年平均値
※その他はエネルギー貯蔵、クリーン産業、原子力、エレクトロヒートが含まれます。
出所：ブルームバーグNEFのデータをもとにアセットマネジメントOne作成
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スマートエネルギーは環境とともに変容し進化していきます。
スマートエネルギーとは、持続可能（サステナブル）で再生可能な手段に基づくエネルギーの電化利用が
進展し、二酸化炭素排出量の削減が進んだ社会を推し進める考え方や手法を意味します。

スマートエネルギーは、太陽光や風力など、サステナブルで再生可能なエネルギーから、次世代送電
網といわれるスマートグリッド、ICT（情報通信技術）を利用した快適な暮らしを求めるスマートシティな
どまで多岐にわたります。
また、技術の進展によってエネルギーのさらなる効率的な利用と管理が期待されるため、新たなスマート
エネルギーの実現も可能になると考えています。

当ファンドは主としてサステナビリティ（持続可能性）を実現するためのカギとなる「スマートエネルギー」
に着⽬して投資を⾏います。
スマートエネルギーは従来のエネルギー利用が環境に与える悪影響の解決に貢献することから、世界的
に⼤きく注⽬されているテーマです。

サステナビリティ（持続可能性）

サーキュラー
エコノミー 生物多様性カーボン

ニュートラル
など

スマートエネルギー

※上記は過去の情報および作成時点の見解であり、将 来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

※当ファンドはマザーファンドを通じて投資を行います。マザーファンドの運用にあたっては、ロベコ・スイス・
エージー（以下、ロベコ・スイス）に運用指図に関する権限の一部（株式等の運用の指図に関する権限）を委託し
ます。

みずほサステナブルファンドシリーズ —
ロベコ・スマート・エネルギー
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スマートエネルギーは
4つのテーマに分けられます。

●当ファンドではスマートエネルギーに貢献する投資テーマとして、
「作る技術」「届ける技術」「管理する技術」「使う技術」に着目します。

●スマートエネルギー社会の実現において重要と考えられる、
これら4つの投資テーマに関連して収益機会を拡大することが期待される
企業に投資を行います。

太陽光発電

洋上風力発電

水素貯蔵・配送

送電設備

る技術作
石油や石炭といった化石燃料とは
異なり、風力や太陽光、地熱といっ
た自然界に存在するエネルギーを
効率的に取り込む技術。

製品やサービス：

電力供給網に情報通信技術を組
み込むことにより、電力の無駄
な使用を抑える技術。

スマートグリッド

送電網

水力発電

陸上風力発電

※上記は過去の情報およびスマートエネルギーの 一例であり、すべてを網羅するものではありません。

送電網 製品やサービス：

など

太陽光発電

AI・ビッグデータ

ヒートポンプ

生産プロセス

EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵

_EV向けパワー半導体

リチウムイオン電池

水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電

水力発電

AI・ビッグデータ

ヒートポンプ

生産プロセス

EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵

_EV向けパワー半導体

リチウムイオン電池

水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電洋上・陸上風力発電

AI・ビッグデータ

ヒートポンプ

生産プロセス

EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵

_EV向けパワー半導体

リチウムイオン電池

水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電

AI・ビッグデータ

ヒートポンプ

生産プロセス

EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵

_EV向けパワー半導体

リチウムイオン電池

水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電

AI・ビッグデータ

ヒートポンプ

生産プロセス

EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵

_EV向けパワー半導体

リチウムイオン電池

水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電

ける技術届

※資金動向、市況動向等によっては、 上記の運用ができない場合があります。3 4



う技術使
例えば、センサーやAIを用いて照明や空
調の制御を自動化することで、エネル
ギー消費の効率化を図ることが可能にな
る等、エネルギー消費を最適化する技術。

水素貯蔵・配送

理する技術管
電力供給の効率化や蓄電技術
の高度化等、省エネルギー化
に向けて必須となる技術。 バッテリー

ヒートポンプ

EV等充電インフラ

EV向けパワー半導体
リチウムイオン

電池

AI・ビッグデータ 生産プロセス EV

スマートビルディング ヒートポンプ

工場

住居（オール電化）

データセンター

蓄電施設

※上記は過去の情報およびスマートエネルギーの 一例であり、すべてを網羅するものではありません。

※2025年11月末時点
※上記テーマは当ファンドにおける投資テーマです。
　投資テーマ、製品やサービスは投資環境の変化により入れ替わる場合があります。
出所：ロベコ・スイスの情報をもとにアセットマネジメントOne作成

EV充電施設

スマートビルディング

EV等充電インフラ

製品やサービス：

製品やサービス：

EV

AI・ビッグデータ

生産プロセス

バッテリー

EV向けパワー半導体リチウムイオン電池

AI・ビッグデータ

ヒートポンプ

生産プロセス

EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵

_EV向けパワー半導体

リチウムイオン電池

水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電

AI・ビッグデータ

ヒートポンプ

生産プロセス

EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵

_EV向けパワー半導体

リチウムイオン電池

水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電

AI・ビッグデータ

ヒートポンプ

生産プロセス

EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵

_EV向けパワー半導体
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水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電

AI・ビッグデータ
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生産プロセス

EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵

_EV向けパワー半導体

リチウムイオン電池

水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電

AI・ビッグデータ
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生産プロセス

EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵

_EV向けパワー半導体
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水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電

AI・ビッグデータ
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EV等充電インフラ スマートグリッド

EV 水素製造貯蔵
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EV等充電インフラ スマートグリッド
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洋上・陸上風力発電

太陽光発電

AI・ビッグデータ
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太陽光発電 AI・ビッグデータ
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_EV向けパワー半導体

リチウムイオン電池

水力発電

洋上・陸上風力発電

太陽光発電
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など

など

※資金動向、市況動向等によっては、 上記の運用ができない場合があります。3 4
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電力需要増・脱炭素社会の実現から、再生可能エネルギーのシェアが拡大
移動（車・船舶）、職場・住環境（冷暖房・空調）、生活手段（調理・入浴）で電化が進むなど、世界的に電力需要
が増すなか、世界の電源別発電量では石油・石炭などの化石燃料がいまだ多くを占めています。
一方、世界の主要国は2050年の温室効果ガス排出量のネットゼロ化を目標としており、その動きは世界
的な大企業においても同様です。2050年にネットゼロが達成されることを想定した場合、再生可能エネ
ルギーの比率は約71％に達すると予想されており、今後ますます再生可能エネルギーは広がりをみせ
るものと思われます。

※上記は過去の情報および作成時点の見解であり、将来 の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

※期間：2020年～2030年（年次）
※2025年以降はIEA（国際エネルギー機関）の予測
出所：IEAのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

世界の再生可能エネルギー発電量

■太陽光　■風力　■水素　■バイオマス　■地熱　■その他

世界的に再生可能エネルギーによる発電量は、
増加傾向をたどるとみられます。

コラム

従来の化石燃料から
再生可能エネルギーへの移行は
世界的な課題として重要視されています。
発電コストは低下傾向にあり、
普及の拡大につながることが期待されます。

る技術作

出所：IEAのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

5 6



※上記は過去の情報および作成時点の見解であり、将来 の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

＊ 柔軟性とは電力貯蔵装置などの変動性と不安定性を管理して、電力の需要と供給をバランスさせる能力のこと
を指します。

※2030年と2050年はIRENA（国際再生可能エネルギー機関）の予測
※2030年は2023年～2030年、2050年は2023年～2050年の年平均値
出所：IRENAのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

世界の送電網および柔軟性＊に対する必要投資額

次世代エネルギー送電網「スマートグリッド」に注目
スマートグリッドは実用化が進められている次世代のエネルギー送電網です。ICTで供給側・需要側の双
方から電力量をコントロールできるほか、電力供給の過不足などの情報もやり取りが可能になるため、
過剰な発電を防いだり、停電防止に役立ちます。また、スマートグリッドは、発電所と家庭で発電された
電気を合わせてコントロールできるなど、安定した電力供給を可能とします。すでに一部の都市では、
スマートシティ構築への取り組みがなされていますが、今後、さらなるスマートシティの発展を背景に
スマートグリッドを普及させる取り組みはますます加速すると思われます。

コラム
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電力を効率的に貯蔵、届けるための技術も重要です。
ICTを活用して需給に基づき
電力量を最適にコントロールするスマートグリッド、
これらが構築されているスマートシティなどで
電力消費の効率化、コスト削減と環境負荷の低減が期待されます。

世界の送電網の整備などに対する必要投資額は、
2030年にかけては2022年の約2.2倍、2050年に
かけては同約2.9倍に拡大するとみられます。

ける技術届

2,740
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8,000
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※期間：2020年～2030年（年次）、2022年は見込値、2023年～2025年、2030年は予測値
※メーカー出荷金額ベース
出典：（株）矢野経済研究所「パワー半導体の世界市場に関する調査（2023年）」（2023年5月22日発表）をもとに

アセットマネジメントOne作成

SiCパワー半導体の世界市場規模予測

電力変換における省エネの切り札、パワー半導体
パワー半導体は電力の制御や変換を行う半導体の総称です。高い電圧や大きな電流の制御や変換ができ、
エネルギーロスが少ないため、省エネの観点から注目されています。最近では、家電製品、EV、太陽光・
風力発電など、幅広い分野で使用されていますが、特に多くの電力が必要とされる生成AIとEVにおいて
需要の拡大が見込まれます。
また、現在のシリコン素材よりもエネルギー利用の高効率化が期待されるSiC、GaN（窒化ガリウム）など
次世代パワー半導体も注目を集めています。

コラム
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理する技術 省エネ性能に優れたSiC（シリコンカーバイド）
パワー半導体の市場規模は、今後拡大が見込まれ
ています。

管

AIなどの進展で電力はこれまで以上の
消費が予想されています。
また、ガソリン車からEVへの移行に伴い、
電力消費の管理や電力を効率的に変換する技術を
提供する企業の重要性が高まっています。

※上記は過去の情報および作成時点の見解であり、将来 の運用成果等を示唆・保証するものではありません。7 8
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※期間：2015年～2030年（年次）
※2023年以降はゴールドマン・サックス・グローバル・インベストメント・リサーチの予測
出所：ロベコ・スイスのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

世界のデータセンターの電力需要

■A I

■A I 以外

データセンター向け冷却装置や次世代EVなど高効率なエネルギー消費に着目
生成AIやIoT（モノのインターネット）など、私たちの生活を豊かにする技術の多くは、大量の電力を必要
とします。例えば、オープンAI社のChatGPTはグーグル検索よりも約10倍の電力を使うといわれてお
り、効率的な電力利用システムのニーズが高まっています。また、AIを活用するサーバーの発熱量も大幅
に増加するため、冷却技術のニーズも高まっています。
その他、スマートメーター（記録型計量器）の普及など、より効率的に電力データを収集できる仕組みや、
航続距離の延伸・充電時間の短縮などが可能となる次世代EVの登場など、各方面でエネルギー効率を
高める技術が今後も続々と誕生すると考えています。

コラム

う技術
AIの進展などにより、世界のデータセンターの電力
需要は今後大幅な増加が予想されており、脱炭素の
実現に向けてエネルギー効率の高い商品やサービス
の開発が進むことが見込まれます。

使

照明や冷暖房、効率的な産業プロセス、
燃料効率システムなど、
データ処理の各方面からエネルギー効率を高め、
スマートエネルギー社会の実現に
貢献しています。

※上記は過去の情報および作成時点の見解であり、将来 の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

出所：IEA 「Electricity 2024」（2024年1月公表）の資料をもとにアセットマネジメントOne作成
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スマートエネルギーは変容しています。

“脱炭素”が達成された未来像
再生可能エネルギーは、それ自体がなくなることも、地球温暖化を引き起こすこともありません。さらに、発電にかかる
コストがほぼゼロになるエネルギー社会が実現すると、世界の人々は水や食料で満たされ、暑さ・寒さから身を守れる
生活の実現が期待できます。
➡ 電気コストが低くなれば、EVや交通費なども安価となります。
➡ 極寒や灼熱の地域でも安価に空調設備を備えることが可能となります。
➡ 資源を巡った紛争や戦争が減ります。

コラム

※2025年10月末時点　　
出所：ロベコ・スイス、各種情報をもとにアセットマネジメントOne作成

■ 社会・経済動向

■ I C T 普 及

■ 脱炭素を巡る動き

低金利、低インフレの世界 世界経済不安定化

AI

再生可能エネルギー（再エネ）関連

コロナショックとポストコロナ経済

2015年

脱炭素へ向けたトランジション

ビッグデータ

スマートグリッド、スマートビルディング関連

水素関連

EV関連

IoT

2016年
●ノルウェー  世界初  ガソリン・

ディーゼル車の販売禁止を表明
（2025年までに）
2017年
●英国・フランス  ガソリン・ディーゼル車

などの販売禁止を公表（2040年までに＊1）

2020年

2021年
●COP26 新車販売のゼロエミッション化

をめざす共同声明を発表（2040年までに＊2）

IoTでビルや工場などの
リアルタイムデータの
収集・分析が可能に

AIの予知機能で
ビル管理の効率
性が向上

EU域内で再エネの
発電量が化石燃料を
逆転

世界の自動車業界
がEV化に向けて
本格始動

米EVメーカー 
量産型EVを
発表

欧米で次世代
送電網導入を
推進

2021年
●米国 パリ協定復帰

＊ 国連気候変動枠組み条約締約国会議

＊1 英国は2020年に期限を2030年と
発表するも、2023年に2035年に見直し

＊2 一部地域は2035年

2020年
●EU 「欧州の気候中立に
向けた水素戦略」を発表

2015年 
●COP＊21 パリ協定を採択

2015年
●米国 再エネに対する投資・生産税控除

の延長措置を決定
●EU（欧州連合） 欧州戦略投資基金（EFSI）創設

●COP26 グラスゴー
気候合意を採択

2020年
●EU 「リノベーション・

ウェーブ」戦略を公表

2019年
●EU 「欧州グリーン・

ディール」を発表

2016年 
●「アルファ碁（AlphaGo）」が囲碁のトップ棋士に勝利

※上記は過去の情報および作成時点の見解であり、将 来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

脱炭素が達成される未来へ

※上記は脱炭素が達成された未来をイメージするための一例であり、必ずしもその通りになるとは限りません。
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2030年 2050年

世界主要国の温室効果ガスの排出削減に向けたコミットメントの例

日本 ●2050年に温室効果ガス排出実質ゼロを目標

EU ●2050年までに温室効果ガス排出実質ゼロを目標
●2030年までに再生可能エネルギーの比率目標：69％（電力部門）

中国 ●2060年までに温室効果ガス排出実質ゼロを目標

地政学リスクの高まり

生成AI

カーボンニュートラルへ

生成AIのさらなる高度化

脱炭素と経済成長が両立する世界へ

2022年 2024年

再エネの生産拡大で送
電網の需要が増加

トランジション加速

太陽光発電のコスト低
下などを背景に再エネ
が生産拡大

エネルギー供給の
主流は再エネへ

スマートグリッドの
総距離が拡大

水素航空機導入など
水素動力の導入計画
が進行

水素需要が拡大

全固体電池大量生産・次世代
パワー半導体の登場、ガソリン
車販売禁止でEVが急増

世界の自動車販売
のほとんどがEVに

全固体電池の2020年
代後半の量産化に向け
た研究開発が進展

世界のEVメーカー、
普及の目安とされる
航続距離超えを達成

日豪間で液化水素の
海上輸送に世界で初
めて成功

水素航空機の実
用化に向けた研
究開発が進展

エネルギー安全保障
への関心が高まり、再
エネに注目

生成AIの予測精
度向上で電力管
理が高効率化

カーボンニュートラル実現

2024年
●日本
「水素社会
推進法」が成立

2022年
●米国 IRA（インフレ削減法）成立

再エネ投資などに対し、税額控除

2022年
●「ChatGPT」発表

2023年
●EU 域内の次世代

送電網の導入を加
速させるための行
動計画を発表

2024年
●COP29 「世界エネルギー

貯蔵・送電網誓約」を発表
●EU 建物のエネルギー性

能指令を施行

2024年 
●COP29 気候対策資金目標額引き上げで合意

※上記は過去の情報および作成時点の見解であり、将 来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。9 10



「パイオニア精神と慎重さ」を
両立させるアプローチを有する、
ロベコ・スイスが実質的に運用します。

「すべての運用戦略はリサーチ主導であるべき」と、
初代CEO（最高経営責任者）が語って以来、
知識の収集・蓄積を事業活動の核に据えてきました。
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ロベコ・スイスのご紹介
ロベコ・グループ＊1のスイス拠点として1995年にスイス・チューリッヒに設立され、サステナブル投資＊2に
特化した運用を行いESG＊3分野で高い評価を受けている資産運用会社です。
世界の投資家向けにESGの3つの側面から企業の持続可能性についての評価を取り入れた資産運用サービス
を提供する一方、自らも国連責任投資原則（UNーPRI）に署名し普及をめざしています。

＊4 2025年9月末時点
＊5 2025年6月末時点
＊6 2025年9月末時点、1ユーロ＝174.47円で換算

ロマン・ボーナー ポートフォリオマネジャー

気候変動などサステナビリティ関連分野で長い運用経験を有する。ロべコ・スイス
入社以前は、スイスの運用会社ウッドマン・アセット・マネジメントでシニア・ポー
トフォリオマネジャーを担当。水、気候変動、エネルギー関連などのサステナブル
テーマ株式の運用経験および同関連分野における広範なリサーチ経験は25年以上
に及ぶ。

サステナブル投資（SI）のリサーチ体制
●ロベコ・グループでは、サステナブル投資に関するリサーチと知識を投資プロセスに取り込み、グループ内

の関連部署との連携やESGに関する情報を活用させて、エンゲージメント活動（投資先企業との対話）を行う
とともに、投資テーマのフレームワークを開発します。

●SIリサーチチームは、経験豊富なリサーチ能力を有し、グループのグローバル拠点（チューリッヒ、ロッテル
ダム、シンガポール、ロンドン等）のアナリストから構成され、セクター・産業ごとの専門家として活動し
ています。

●企業分析に焦点を当て、ESG要因が事業に与える影響を評価します。

※2025年11月末時点での情報であり、今後予告なく変更される場合があります。
出所：ロべコ・グループの情報をもとにアセットマネジメントOne作成

拠点数＊4 15拠点

従業員数＊5 1,053名（うち運用プロフェッショナル320名）

運用資産残高＊6 約45.6兆円（約2,615億ユーロ）

＊2 サステナブル投資とは、従来の財務分析による投資基準に加え、環境、社会、企業統治といった企業のESG情報を考慮して、
持続的に成長する企業を選定する投資手法の1つです。

＊3 「ESG」とは、環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）の略称です。

＊1 ロベコ・グループとは、1929年に設立されオランダ・ロッテルダムを本拠地として、世界の主要金融センターに拠点を構え
ている資産運用会社で、オリックス・コーポレーション・ヨーロッパが100％出資しています。

※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。資金動向、市況動向等によっては、上記の運用
ができない場合があります。
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※資金動向、市況動向等によっては、上 記の運用ができない場合があります。

SDGsフレームワーク
SDGs＊フレームワークは企業のSDGsへの貢献度をスコア化するロベコ・グループ独自の評価体系です。
＊SDGsとは、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）のことをいいます。

SDGs貢献度評価のための3つのステップ

STEP1 何を作っているのか？
企業の製品や提供しているサービスがSDGsにプラスに寄与して
いるのか、マイナスに影響しているのかを評価します。

STEP2
どのように
事業を行っているのか？

企業活動の方法、手段はSDGsにプラスに寄与しているのか、マイ
ナスに影響しているのかを評価します。

STEP3
訴訟となるような
トラブルを抱えていないか？

企業がSDGsにマイナスの影響を与えるようなトラブルに関与し
ていないかを確認します。

運用プロセス

※上記は2025年11月末時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
出所：ロベコ・グループの情報をもとにアセットマネジメントOne作成

ユニバースの構築 （約240銘柄）

●投資対象の収益のうち、投資テーマに
関連する部分の影響度合いを考慮

●投資対象は最低時価総額2億米ドルの
企業に限定

●除外方針該当銘柄を除外

リサーチ分析 （約150銘柄）

※上記はマザーファンドの運用プロセスです。
※運用プロセスは、2025年11月末時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
出所：ロべコ・グループの情報をもとにアセットマネジメントOne作成

●投資テーマを詳細に分析することに
よって、どの領域に投資妙味があるかを評価

●ビジネスモデルの優位性を確認

●持続可能性の推進要因をベースにした
事業を検討

終わりなき探求心を体現します。
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※資金動向、市況動向等によっては、上 記の運用ができない場合があります。

SDGスコアと投資対象
各企業のSDGs貢献度評価をベースに、SDGスコアを算出します。SDGスコアが上位の銘柄を投資対象と
します。

●マザーファンドの純資産総額の80％以上
で貢献度評価がプラス（＋1〜＋3）の銘柄に
投資。

●なお、貢獻度評価がマイナスの銘柄には
投資を行いません。

SDGスコア 貢献度

+3
プラス
評価+2

+1

±0 中立

-1
マイナス

評価-2

-3

投資対象

投資対象の絞り込み （約80銘柄） ポートフォリオの構築 （約40～80銘柄）

●業績や業界の競争状況を評価し、投資
対象や投資比率を決定

●ポートフォリオのリスクとリターンの特性
を評価

●SDGsフレームワークに基づいて算出した
「SDGスコア」がプラス評価または中立の銘柄
を選別し、ポートフォリオの投資対象企業が、
環境や社会へ好影響を与えるように管理

●投資対象となる企業の現在の状況と将来
の見通しに関する情報を分析し、リスクと
リターンのバランスを評価

●投資対象銘柄の株価のバリュエーション
を分析

●投資対象銘柄の持続可能性に関する詳細な
デューデリジェンスを実施
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みずほサステナブルファンドシリーズ —
ロベコ・スマート・エネルギー
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（年/月）23/918/913/908/903/9

（ご参考）類似運用戦略のパフォーマンス（ユーロベース）と投資テーマ別比率の推移

※期間：【上図】2003年9月末（設定月）～2025年10月末（月次）、2003年9月末を100として指数化
	【下図】2007年～2025年（年末時点）、2025年は10月末時点、2006年以前はデータ取得が不可能なため、2007年以降

の表示としています。
※類似運用戦略は運用費用控除前、分配金再投資ベース、ユーロベースのパフォーマンスを表しています。
※世界株式は、MSCIワールド・インデックス（税引後配当込み、ユーロベース）であり、類似運用戦略のベンチマークです。
※比率は純資産総額に対する割合です。
※4つの投資テーマはロベコ・スイスの基準に基づいています。

※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

— 類似運用戦略　　— （類似運用戦略のベンチマーク）世界株式

上記は、みずほサステナブルファンドシリーズ ー ロベコ・スマート・エネルギーと類似の運用戦略を用いた 
ファンド（スマートエネルギー・ファンド）のパフォーマンスおよび投資テーマ別比率を表しています。当ファンド
のパフォーマンス等ではありません。また、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。

出所：ロベコ・スイスおよびブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成
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スマート・エネルギー・マザーファンド（以下、マザーファンド）の状況

※2025年10月末時点
※業種はGICS（世界産業分類基準）に基づいています。投資テーマおよび国・地域はロべコ・スイスの基準に基づいています。
※比率は組入株式評価額に対する割合です。四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
出所：ロベコ・スイスのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

業種別比率（％）

※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。　※上記の個別銘柄は、当ファンドへ の組入れや保有の継続を示唆・保証するものではありません。また、掲載した個別銘柄の売買を推奨するものではありません。　

業種 比率

資本財・サービス 47.5

情報技術 42.5

公益事業 8.2

一般消費財・サービス 1.8

投資テーマ別比率（％）
投資テーマ 比率

作る技術 13.2

届ける技術 23.5

管理する技術 14.6

使う技術 48.7

国・地域別比率（％）
国・地域 比率

米国 40.8

ドイツ 8.9

中国 8.4

フランス 6.5

英国 5.7

台湾 5.7

その他 24.0

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

16,000

14,000

15,000

（年/月）25/1025/925/5 25/6 25/7 25/825/425/325/2

（円）
— 基準価額　　— 参考指標

基準価額と参考指標の推移

※期間：2025年2月28日（設定日前営業日）～2025年10月31日（日次）
※参考指標はMSCIワールド・トータルリターン・ネット・インデックス（円換算ベース）であり、当ファンドのベンチマークではあ

りません。
※基準価額は設定日前営業日を、参考指標は当ファンド設定日前営業日の値を10,000円として計算しています。
※基準価額は１万口あたり、信託報酬控除後の価額です。換金時の費用・税金などは考慮していません。
※2025年10月31日時点で分配実績はありません。

ファンドのパフォーマンス
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※2025年10月末時点
※投資テーマおよび国・地域はロベコ・スイスの基準、業種はGICS（世界産業分類基準）に基づいています。
※組入比率は組入株式評価額に対する割合です。
出所：ロベコ・スイスのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

組入上位10銘柄 組入銘柄数：49銘柄

銘柄名 投資テーマ 業種 国・地域 組入比率（％）

1 バーティブ・ホールディングス 使う技術 資本財・サービス 米国 4.2

2 クアンタ・サービシーズ 届ける技術 資本財・サービス 米国 3.9

3 エヌベント・エレクトリック 届ける技術 資本財・サービス アイルランド 3.6

4 ファースト・ソーラー 作る技術 情報技術 米国 3.4

5 CATL 管理する技術 資本財・サービス 中国 3.3

6 中際旭創（ジョンジー・イノライト） 使う技術 情報技術 中国 3.3

7 HDヒュンダイ・エレクトリック 届ける技術 資本財・サービス 韓国 3.3

8 シュナイダーエレクトリック 届ける技術 資本財・サービス フランス 3.3

9 デルタ・エレクトロニクス 使う技術 情報技術 台湾 3.2

10 ルグラン 使う技術 資本財・サービス フランス 3.2

マザーファンドにおけるサステナビリティ評価例

ESGリスク評価

※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。　※上記の個別銘柄は、当ファンドへ の組入れや保有の継続を示唆・保証するものではありません。また、掲載した個別銘柄の売買を推奨するものではありません。　

廃棄物発生量

マザーファンド

（ご参考）
世界株式

2.8

23.2

（トン／百万米ドル）

マザーファンド

（ご参考）
世界株式

18.3

0 10 20 40 50

19.9

30

多少高低

※2025年10月末時点　 ※世界株式は、MSCIワールド・インデックスを使用しています。
※ESGリスク評価は、世界的な先進企業や金融機関向けに提供されるESGリスク評価で、企業がさらされている産業固

有のリスクとそのリスクへの対応状況を示し、数値が高いほどリスクが高いことを表しています。マザーファンドの数
値は、ポートフォリオが投資している各銘柄のESGリスク評価にそれぞれの投資比率を乗じて算出しています。

出所：ロベコ・スイスのデータをもとにアセットマネジメントOne作成
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個別銘柄紹介

スマートエネルギーを作る技術 スマートエネルギーを届ける技術

●会社概要
太陽光発電用のソーラーモジュールの設計と製造
を行う米国企業。これまでの結晶シリコンと比べて
エネルギー効率の高い薄膜半導体技術を用いた
ソーラーモジュールを使った高性能で低炭素な製
品を提供しています。

●投資テーマにおける注目ポイント
米国内に大規模な製造拠点を構えることで米国市
場での競争優位性を保っており、売上の大半を米
国内で稼いでいます。さらに、研究開発力を強化し、
革新的な製品開発を進めています。事業を通じて、
低炭素エネルギーの開発と普及、社会の電化を支
援し、SDGs7「エネルギーをみんなにそしてクリー
ンに」およびSDGs13「気候変動に具体的な対策
を」に貢献しています。

●会社概要
電力会社、通信会社、ケーブルテレビ事業者、政府
機関などに対して、特殊工事など専門的な契約
サービスを提供する米国企業。また、交通制御およ
び照明システムの設置を行い、産業および商業分
野の顧客向けに電力および通信関連の特殊サービ
スも提供しています。

●投資テーマにおける注目ポイント
公益事業、再生可能エネルギー、通信、パイプライ
ン、エネルギー産業向けのインフラソリューション
へのニーズが増すなか、電力インフラ、再生可能エ
ネルギーインフラ、地下インフラなどの分野で事業
を展開しています。データセンターの拡張やAIの演
算能力向上に伴いエネルギー需要が増えるなか、
エネルギーネットワークの効率的な運営や、社会の
再生可能エネルギーへの移行を促進するために重
要な役割を果たしており、SDGs7「エネルギーをみ
んなにそしてクリーンに」に貢献しています。

※期間：2020年10月末～2025年10月末（月次）
※投資テーマはロべコ・スイスの基準に基づいています。
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※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。　※上記の個別銘柄は、当ファンドへ の組入れや保有の継続を示唆・保証するものではありません。また、掲載した個別銘柄の売買を推奨するものではありません。　

株価推移 株価推移

ファースト・ソーラー 組入比率：3.4% クアンタ・サービシーズ 組入比率：3.9%
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スマートエネルギーを使う技術

●会社概要
放送、エンターテインメント、教育、政府、医療、小
売、通信などの分野にサービスを提供しています。
小会社を通じて、直流電源システム、熱除去装置、
電力切替スイッチ、監視機器、電力制御機器、デー
タセンター向けの包括的な冷却ソリューションな
どを展開する米国企業。

●投資テーマにおける注目ポイント
データセンター、通信ネットワーク、商業および産
業施設向けのデジタルインフラの設計における世
界的なリーダーです。同社は、交流および直流の電
力管理製品、熱管理ソリューション、統合モジュ
ラー型インフラソリューション（施設の運用に必
要な様々な機能や設備を統合したモジュール型の
システム）などから収益を得ています。これらの製
品は、電気システムのエネルギー効率を改善する
のに役立ち、SDGs7「エネルギーをみんなにそし
てクリーンに」に貢献しています。

※期間：2020年10月末～2025年10月末（月次）
※投資テーマはロべコ・スイスの基準に基づいています。

バーティブ・ホールディングス

※組入比率は2025年10月末時点の組入株式評価額に対する割合です。
出所：ロベコ・スイスおよびブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

スマートエネルギーを管理する技術

●会社概要
中国に本社を置き、電力用バッテリーシステムやエ
ネルギー貯蔵用バッテリー、バッテリーセルなどの
製造・販売を行っています。また、使い終わったバッ
テリーを回収してリサイクルするサービスも提供し
ています。

●投資テーマにおける注目ポイント
世界トップレベルのEV用バッテリーメーカーで、
EVの普及や量産型EVに適したLFPバッテリー（リ
ン酸鉄リチウムイオン電池）への関心の高まりを追
い風に、成長が期待されます。また、中国国内に大
規模な生産拠点を擁しており、生産コストの低減
を実現しています。さらに、競争の少ないリサイク
ル分野にも注力しており、寿命を終えたバッテリー
の再利用や貴金属の回収を行っています。事業を
通じ、SDGs11「住み続けられるまちづくりを」や
SDGｓ13「気候変動に具体的な対策を」に貢献し
ています。
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※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。　※上記の個別銘柄は、当ファンドへ の組入れや保有の継続を示唆・保証するものではありません。また、掲載した個別銘柄の売買を推奨するものではありません。　

株価推移 株価推移

CATL 組入比率：3.3% 組入比率：4.2%
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ファンドの特色

2

1

●スマート・エネルギー・マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）への投資を通じ
て、世界の金融商品取引所（わが国および新興国を含みます。）に上場する株式（上場予定
を含みます。）に実質的に投資を行います。なお、マザーファンドの組入比率は、原則として
高位を維持します。

●株式の実質組入比率は、原則として高位を維持します。

●実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。このため、基準価額は
為替変動の影響を受けます。

●ロベコ・グループ＊3独自のフレームワークによって、サステナビリティの観点で企業を評価し、
さらにESGの側面から企業価値の棄損の可能性が高い銘柄を投資対象から除外します。

●マザーファンドの純資産総額のうち、ESGを主要な要素として選定する銘柄への投資額（時価
ベース）の比率について80％以上を目標とします。

スマートエネルギーに貢献する投資テーマ＊1を選定し、そのテーマに積極的に 
貢献することが見込まれる企業を組入候補銘柄として選定します。
また、組入候補銘柄の中から、財務状況やバリュエーション（株価指標）、ESG＊2

への取り組み等の観点から優れていると判断される銘柄に投資を行います。

主として、世界（わが国および新興国を含みます。）の企業の中から、スマートエネ
ルギー＊1の発展に貢献し、変革を促す分野で成長が期待される企業の株式＊2に
実質的に投資を行います。

＊1 スマートエネルギーとは、持続可能（サステナブル）で再生可能な手段に基づくエネルギーの電化利
用が進展し、二酸化炭素排出量の削減が進んだ社会を推し進める考え方や手法を意味します。

＊2 DR（預託証券）もしくは株式と同等の投資効果が得られる権利を表示する証券および証書等を含み
ます。

＊1 投資テーマは投資環境の変化により入れ替わる場合があります。
＊2 「ESG」とは、環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）の略称です。
＊3 ロベコ・グループとは、1929年に設立されオランダ・ロッテルダムを本拠地として、世界の主要金融センター

に拠点を構えている資産運用会社で、オリックス・コーポレーション・ヨーロッパが100％出資しています。

※資金動向、市況動向等によっては、上　記の運用ができない場合があります。21 22



スマートエネルギーとは
●スマートエネルギーとは、持続可能（サステナブル）で再生可能な手段に基づくエネルギーの

電化利用が進展し、二酸化炭素排出量の削減が進んだ社会を推し進める考え方や手法を意味
します。

●昨今、化石燃料の使用など、従来のエネルギー利用による環境に与える悪影響が問題視され
ています。持続可能な未来を築くために、スマートエネルギーへの取り組みが不可欠であり、
実際に再生可能エネルギーの利用やエネルギー効率の向上など、地球温暖化や気候変動へ
の対策が世界レベルで進められています。

マザーファンドの運用にあたっては、ロベコ・スイス・エージーに運用指図に関
する権限の一部（株式等の運用の指図に関する権限）を委託します。

3

※資金動向、市況動向等によっては、上　記の運用ができない場合があります。

※上記は2025年11月末時点での情報であり、今後予告なく変更される場合があります。
※上記はロベコ・スイス・エージーの情報をもとにアセットマネジメントOneが作成したものであり、

ロベコ・スイス・エージーが開示する原文（英文）と齟齬がある場合には原文が優先されます。

出所：ロベコ・グループの情報をもとにアセットマネジメントOne作成

ロベコ・スイス・エージーのスチュワードシップ方針に関する声明
サステナブル投資は、当社の企業戦略の重要な柱です。持続可能な経営慣行を持つ企業は競争
上の優位性を持ち、長期的に成功する可能性が高いと信じております。投資する資産のスチュ
ワードシップに対する積極的なアプローチは、私たちのサステナブル投資へのアプローチの
重要な部分になります。ロベコ・グループはスチュワードシップのアプローチを完全に支持し、
これに関する責任を果たすために複数の強い方針を採用しています。

スチュワードシップ責任の遂行は、私たちのサステナブル投資に対するアプローチの不可欠
な要素となります。ロベコ・グループのミッション・ステートメントの中心は、顧客と受益者に
対する受託者責任を果たすことです。私たちは様々な投資ニーズを持つ顧客の資産を運用し
ています。活動では常に、私たちの能力の限りで顧客の利益に資することをめざしております。
私たちのスチュワードシップ方針は、投資ミッションと密接に連携しており、それはリサーチ
に基づいた品質重視のプロセスを使用して顧客のために可能な限り最良の結果を生み出すこ
とです。したがって、私たちのスチュワードシップ活動は、投資先企業での長期的な価値創造
をめざしております。資産は顧客ニーズに合わせた様々な戦略と投資目標で運用されていま
すが、環境、社会およびすべての利害関係者に対して持続可能な方法で行動する企業（および
国）は、将来の様々な問題に対処する能力がより高まるというロベコ全体の哲学があります。
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ファンドの投資リスク
当ファンドは、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、
ファンドの基準価額は変動します。これらの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損
失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
また、投資信託は預貯金と異なります。

《分配金に関する留意事項》
●収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益（評価益を含みます。））を超えて

行われる場合があります。したがって、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではあ
りません。

●受益者の個別元本の状況によっては、分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があ
ります。個別元本とは、追加型投資信託を保有する受益者毎の取得元本のことで、受益者毎に異なります。

●分配金は純資産総額から支払われます。このため、分配金支払い後の純資産総額は減少することとなり、基準価額が
下落する要因となります。計算期間中の運用収益以上に分配金の支払いを行う場合、当期決算日の基準価額は前期決
算日と比べて下落することになります。

基準価額の変動要因

株価変動リスク

株式の価格は、国内外の政治・経済・社会情勢の変化、発行企業の業績・経営状況の変化、市場
の需給関係等の影響を受け変動します。株式市場や当ファンドが実質的に投資する企業の株価
が下落した場合には、その影響を受け、基準価額が下落する要因となります。また、当ファンドは
実質的に企業のESGへの取り組みを考慮した投資を行うことから、投資対象が株式市場全体と
比べて特定の銘柄や業種に偏ることがあり、このため基準価額の変動が株式市場全体の動向か
ら乖離することや、株式市場が上昇する場合でも基準価額が下落する場合があります。

為替変動リスク

為替相場は、各国の政治情勢、経済状況等の様々な要因により変動し、外貨建資産の円換算価
格に影響をおよぼします。当ファンドは、実質組入外貨建資産について原則として為替ヘッジを行
わないため為替変動の影響を受けます。このため為替相場が当該実質組入資産の通貨に対して
円高になった場合には、実質保有外貨建資産が現地通貨ベースで値上がりした場合でも基準価
額が下落する可能性があります。

流動性リスク
有価証券等を売却または取得する際に市場規模や取引量、取引規制等により、その取引価格が
影響を受ける場合があります。一般に市場規模が小さい場合や取引量が少ない場合には、市場
実勢から期待できる価格どおりに取引できないことや、値動きが大きくなることがあり、基準価額
に影響をおよぼす要因となります。

信用リスク
有価証券等の価格は、その発行者に債務不履行等が発生または予想される場合には、その影響
を受け変動します。当ファンドが実質的に投資する株式の発行者が経営不安・倒産に陥った場合、
また、こうした状況に陥ると予想される場合、信用格付けが格下げされた場合等には、株式の価
格が下落したり、その価値がなくなることがあり、基準価額が下落する要因となります。

カントリーリスク

投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制、また、取引規制等の要因によって
資産価格や通貨価値が大きく変動する場合があります。海外に投資する場合には、これらの影響
を受け、基準価額が下落する要因となる場合があります。当ファンドは実質的に新興国の株式に
も投資を行う場合があります。新興国の経済状況は、先進国経済と比較して一般的に脆弱である
可能性があります。そのため、当該国のインフレ、国際収支、外貨準備高等の悪化等が株式市場
や為替市場におよぼす影響は、先進国以上に大きいものになることが予想されます。さらに、政府
当局による海外からの投資規制や課徴的な税制、海外への送金規制等の種々な規制の導入や政
策の変更等の要因も株式市場や為替市場に著しい影響をおよぼす可能性があります。

ESG情報・
評価に関連する
制約

当ファンドで勘案するESG情報は、委託会社および運用外部委託先が独自調査で入手した情報
だけでなく、第三者のESG情報ベンダーによる情報や評価が含まれている場合があります。これ
らのESG情報は、企業開示や企業アンケート、取材等により入手・収集されますが、ESG情報ベン
ダーからの提供情報は、当該情報ベンダーの情報収集力により情報量が制限されることがありま
す。また、企業によって開示された情報やメディアによって報道される情報は、タイムリーに評価
結果に反映されないことがあります。また、委託会社および情報ベンダーによる評価基準の変更
により、過去からの情報継続性が失われることがあります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
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お申込みメモ ご購入の際は、投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

購入単位 販売会社が定める単位（当初元本1口＝1円）

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（基準価額は１万口当たりで表示しています。）

換金単位 販売会社が定める単位

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して6営業日目からお支払いします。

購入・換金
申込不可日

ニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所、ニューヨークの銀行、ロンドンの
銀行のいずれかの休業日に該当する日には、購入・換金のお申込みの受付を行いま
せん。

換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があり
ます。

購入・換金申込
受付の中止
および取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その
他やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止することおよび
すでに受付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消す場合があります。

信託期間 2045年11月10日まで（2025年3月3日設定）

繰上償還 純資産総額が30億円を下回ることとなった場合等には、償還することがあります。

決算日 毎年11月10日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 決算日に収益分配方針に基づいて収益分配を行います。
※分配対象額が少額の場合には、分配を行わない場合があります。

課税関係

当ファンドは課税上は株式投資信託として取り扱われます。原則として、分配時の
普通分配金ならびに換金時の値上がり益および償還時の償還差益に対して課税さ
れます。
※公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度
（NISA）の適用対象となります。当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理
勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。くわしくは、販
売会社にお問い合わせください。

※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更となることがあります。
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お客さまにご負担いただく手数料等について
（みずほ証券でお申込みの場合）

詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ご購入時 購入時手数料

購入金額に応じて、購入価額に以下の手数料率を乗じて得た額と
します。
購入時手数料は、商品や投資環境の説明および情報提供等、なら
びに購入に関する事務手続き等にかかる費用の対価として、販売
会社に支払われます。

ご換金時
換金時手数料 ありません。

信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.1％の率を乗じて得た
額とします。

保有期間中
（信託財産から
間接的にご負担
いただきます。）

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.738％（税抜1.58％）

その他の費用・
手数料

組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、信託事務
の諸費用、外国での資産の保管等に要する費用、監査費用等が信
託財産から支払われます。
※その他の費用・手数料については、定期的に見直されるものや売買

条件等により異なるものがあるため、事前に料率、上限額等を表示
することができません。

※上記手数料等の合計額等については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示すること
ができません。

※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

1億円未満 3.30％（税抜3.0％）

1億円以上3億円未満 1.65％（税抜1.5％）

3億円以上 0.55％（税抜0.5％）

支払先 内訳（税抜） 主な役務

委託会社 年率0.90%
信託財産の運用、目論見書等各種
書類の作成、基準価額の算出等の
対価

販売会社 年率0.65%
購入後の情報提供、交付運用報告
書等各種書類の送付、口座内での
ファンドの管理等の対価

受託会社 年率0.03%
運用財産の保管・管理、委託会社か
らの運用指図の実行等の対価

※委託会社の信託報酬には、スマート・エネルギー・マザーファンド
の株式等の運用の指図に関する権限の委託を受けた投資顧問会社

（ロベコ・スイス・エージー）に対する報酬（当ファンドの信託財産
に属する当該マザーファンドの純資産総額に対して年率0.6％）が
含まれます。
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投資信託ご購入の注意

指数の著作権等

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した販売用資料です。
●お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自

身でご判断ください。
●当ファンドは、実質的に株式等の値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資を
しますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、
投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割
り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。また、投資信託は預貯
金とは異なります。

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内
容の完全性、正確性について、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の
運用成果を保証するものではありません。

●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
●投資信託は

1. 預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。加えて、証券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。

2. 購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。

3. 投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担すること
となります。

●MSCIワールド・インデックスに関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。また、
MSCI Inc.は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

●世界産業分類基準（GICS）は、MSCI Inc.（MSCI）およびStandard & Poor’s Financial Services LLC
（S&P）により開発された、MSCIおよびS&Pの独占的権利およびサービスマークであり、アセットマネジメ
ントOne株式会社に対し、その使用が許諾されたものです。MSCI、S&P、およびGICSまたはGICSによる分
類の作成または編纂に関与した第三者のいずれも、かかる基準および分類（並びにこれらの使用から得られ
る結果）に関し、明示黙示を問わず、一切の表明保証をなさず、これらの当事者は、かかる基準および分類に
関し、その新規性、正確性、完全性、商品性および特定目的への適合性についての一切の保証を、ここに明示
的に排除します。上記のいずれをも制限することなく、MSCI、S&P、それらの関係会社、およびGICSまたは
GICSによる分類の作成または編纂に関与した第三者は、いかなる場合においても、直接、間接、特別、懲罰的、
派生的損害その他一切の損害（逸失利益を含みます。）につき、かかる損害の可能性を通知されていた場合で
あっても、一切の責任を負うものではありません。

■ 委託会社 アセットマネジメントOne株式会社
　信託財産の運用指図等を行います。

■ 受託会社 みずほ信託銀行株式会社
　信託財産の保管･管理業務等を行います。

■ 販売会社 みずほ証券株式会社
募集の取扱いおよび販売、投資信託説明書（目論見
書）・運用報告書の交付、収益分配金の再投資、収
益分配金、一部解約金および償還金の支払いに関
する事務等を行います。

アセットマネジメントOne株式会社

コールセンター　
0120-104-694
受付時間：営業日の午前9時～午後5時

ホームページアドレス　
https://www.am-one.co.jp/

ご注意事項等

委託会社その他関係法人の概要 照会先
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■ 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

みずほ証券株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第94号
日本証券業協会　一般社団法人日本投資顧問業協会　
一般社団法人金融先物取引業協会　
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

商  号  等

加 入 協 会

：

：

アセットマネジメントOne株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第324号
一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

商  号  等

加 入 協 会

：

：

■ 設定・運用は

313615-10B-2602

お申込みにあたっては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください。

寄付先は、社会・環境課題に紐づいた活動・事業を行う団体のなかから、当社が団体
運営において、公共性、透明性、継続性を満たしているかを判断し、選定します。

寄付先については、今後当社が発行するサステナビリティレポートなどでお知らせす
ることを予定しています。

※状況等により、上記の方針通りに寄付が行われない場合もあります。また将来見直しを行う可能性もあります。

はぐくむ投資プラスとは

あなたのお金が未来を育てます　－　はぐくむ投資プラス

はぐくむ投資プラスは、お客さまからお預かりした残高に応じて、社会・環境課題に紐づいた

活動・事業を行う団体にアセットマネジメントOne（以下、当社）が寄付を行い、世界のサス

テナブルな未来に貢献する取り組みです。

はぐくむ投資プラスの対象ファンド全体の純資産総額に応じて、当社が受け取る対象ファン

ドの信託報酬の一部を毎年寄付します。

「みずほサステナブルファンドシリーズ － ロベコ・スマート・エネルギー」は、
「はぐくむ投資プラス」の対象ファンドです。

※2025年10月末時点。対象ファンドは将来見直しを行う可能性があります。


